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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

26.6.25 職 員の配偶者同 制定内容 適当なも

行休業に関する １ 概要 のと考え

条例 地方公務員法第26条の６で定める配偶者 ます。

同行休業を職員が取得できるよう、必要な

事項を定めるもの

２ 実施時期

公布の日

26.12.3 公 益的法人等へ 改正内容 適当なも

の職員の派遣等 １ 概要 のと考え

に関する条例の 派遣先団体に一般財団法人魚沼市医療公 ます。

一部を改正する 社を加えるもの

条例 ２ 施行期日

平成27年４月１日

特別職の職員の 改正内容 適当なも

給与に関する条 １ 概要 のと考え

例等の一部を改 教育長の給料について、特別職報酬等審 ます。

正する条例 議会の答申を受けた特別職に準じて改正

し、併せて、教育長の期末手当について、

国及び県の特別職に準じた支給割合とする

ため、一般職の職員の給与に関する条例の

読替規定を改正するもの

２ 実施時期

平成27年１月１日

ただし、期末手当の平成26年度の支給割

合を改定する部分については平成26年12月

１日から、平成27年度以降の支給割合を改

定する部分については平成27年４月１日

一般職の職員の 改正内容 適当なも

給与に関する条 １ 概要 のと考え

例等の一部を改 当委員会の勧告及び報告等に基づき、一 ます。

正する条例 般職の職員等の給与改定を行うもの

２ 内容

（1）平成26年４月の民間給与との比較によ

る給与改定等
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

ア 給料表に係る改正

初任給及び若年層に限定した引上げ

改定を行う。ただし、医療職給料表

（一）については、人事院勧告に準じ

て引上げ改定を行う。

イ 通勤手当に係る改正

通勤のため交通機関等を利用してそ

の運賃等を負担し、かつ、自動車等を

使用することを常例とする職員で、駐

車場又は駐輪場（交通機関等から自動

車等へ又は自動車等から交通機関等へ

乗り継ぐための駐車場等をいう。）を

利用し、当該駐車場等の利用に係る料

金を負担することを常例とするものに

対し、当該駐車場等の１箇月当たりの

駐車料金等の額の２分の１に相当する

額（その額が3,000円を超えるときは3,

000円）を通勤手当として支給する。

ウ 特殊勤務手当に係る改正

警察職員が海上保安庁の巡視船に乗

り組み、遠隔地の離島周辺海域におけ

る水上警戒作業に従事した場合（人事

委員会で定めるものに限る。）に、１

日につき1,100円支給する。

エ 初任給調整手当に係る改正

(ｱ) 医療職給料表（一）の適用を

受ける医師及び歯科医師等に対

する支給月額の限度を412,200円

とする。

(ｲ) 医療職給料表（一）以外の給

料表の適用を受ける医師及び歯

科医師で、医学又は歯学に関す

る専門的知識を必要とする職に

あるものに対する支給月額の限

度を50,300円とする。

(ｳ) 新たに採用された獣医師に対

し、月額35,000円を超えない範

囲内の額を、採用の日から15年
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

以内の期間支給する。

オ 期末・勤勉手当に係る改正

平成26年度及び平成27年度以降の支

給割合を当委員会の勧告どおり引上げ

る。

カ 寒冷地手当に係る改正

(ｱ) 新たな気象データに基づき、

支給地域を改正する（支給地域

の単位となる市町村は平成16年

４月１日における名称及び区域

による）。

(ｲ) (ｱ)の改正に伴い、支給地域の

指定が解除される地域に改正日

前から引き続き勤務する職員等

を対象に経過措置を講ずる。

キ 単身赴任手当及び住居手当に係る改

正

再任用職員に対し、単身赴任手当及

び単身赴任手当が支給される場合に併

せて住居手当を支給する。

（2）給与制度の総合的見直しによる給与改

定

ア 給料表に係る改正

国において平成27年４月から実施さ

れる俸給表に準拠する引下げ改定を行

う。

イ 地域手当に係る改正

(ｱ) 地域手当の支給割合を100分の

20を超えない範囲内（現行：100

分の18）とする。

(ｲ) 医師及び歯科医師に係る特例

について、地域手当の支給割合

を当分の間、100分の16（現行：

100分の15）とする。

ウ 単身赴任手当に係る改正

単身赴任手当の基礎額を月額30,000

円（現行：23,000円）、加算額の限度

を月額70,000円（現行：45,000円）と
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

する。

エ 特地勤務手当及びへき地手当に係る

改正

特地勤務手当及びへき地手当と、地

域手当その他の給与との調整等に関し

必要な事項を、人事委員会規則で定め

ることとする。

オ 管理職員特別勤務手当に係る改正

管理職手当を支給される職員が、災

害への対処その他の臨時又は緊急の必

要により平日の午前０時から午前５時

までの間（正規の勤務時間以外の時間

に限る。）に勤務した場合に、勤務１

回につき、6,000円を超えない範囲内

の額を支給する。

カ 経過措置の実施（平成30年３月31日

までの間における差額の支給）

(ｱ) 平成27年４月１日の前日から

引き続き同一の給料表の適用を

受ける職員で、その者の受ける

給料月額が同日において受けて

いた給料月額に達しないことと

なるものには、平成30年３月31

日までの間、給料月額のほか、

その差額に相当する額を給料と

して支給する。

(ｲ) (ｱ)による給料を支給される職

員との権衡上必要があると認め

られる職員には、(ｱ)に準じて、

給料を支給する。

（3）教員給与の特殊勤務手当に係る改正

国における教員給与の見直しに伴い、

特殊勤務手当のうち教員特殊業務手当の

日額を改正する。

３ 実施時期

（1）平成26年４月の民間給与との比較によ

る給与改定等

平成26年４月１日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

ただし、期末・勤勉手当の平成26年度

の支給割合を改定する部分については平

成26年12月１日、特殊勤務手当に係る改

正については公布の日、通勤手当、獣医

師に対する初任給調整手当、期末・勤勉

手当の平成27年度以降の支給割合を改定

する部分、寒冷地手当並びに再任用職員

に対する単身赴任手当及び住居手当に係

る改正については平成27年４月１日

（2）給与制度の総合的見直しによる給与改

定

平成27年４月１日

（3）教員給与の特殊勤務手当に係る改正

平成27年４月１日

27.2.26 独 立行政法人通 改正内容 適当なも

則法の一部を改 １ 概要 のと考え

正する法律の施 独立行政法人通則法の改正に伴い、関係 ます。

行に伴う関係条 条例の規定を整理するもの

例の整理に関す ２ 内容

る条例 （1）条例内で使用している名称を改正後の

名称に改正（特定独立行政法人→行政執

行法人）

（2）条例内で引用している条項ずれを修正

（「国立大学法人等の退職手当の支給基

準」の規定について、第63条第２項→第

50条の10第２項）

３ 実施時期

平成27年４月１日

地方教育行政の 改正内容 適当なも

組織及び運営に １ 概要 のと考え

関する法律の一 地方教育行政の組織及び運営に関する法 ます。

部を改正する法 律の改正に伴い、教育委員会の組織に関す

律の施行に伴う る事項等、関係条例の規定を整理するもの

関係条例の整理 ２ 内容

に関する条例 （1）条例内で引用している条項ずれを修正

（「教育長」の規定について、第16条第

１項→第３条）

（2）教育長が「特別職」の身分のみ有する
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

ものとなることから、独自で規定してい

た給与条例を廃止（特別職の職員の給与

に関する条例等に統合）

３ 実施時期

平成27年４月１日

職員の退職手当 改正内容 適当なも

に関する条例及 １ 概要 のと考え

び新潟県特別職 給与制度の総合的見直しの影響を踏ま ます。

の職員の退職手 え、現行の支給水準の範囲内で、職員の公

当支給条例の一 務への貢献度をより的確に反映させるよ

部を改正する条 う、措置を講ずるもの

例 ２ 内容

（1）退職手当の調整額の改定

ア 国に準じて、退職した職員の退職前

の職責（５年分）に応じて加算される

こととされている「調整額」を改める。

イ 国に準じて、勤続期間24年以下の退

職者に対する「第８号区分」の取扱い

を改める。

（2）経過措置

ア 見直しにより「減額」となる職員に

対する措置

制度見直しの前日（平成27年３月31

日）に退職したものとした場合に得ら

れる退職手当の額（旧制度により算定）

が、実際に退職した時の退職手当の額

（新制度により算定）を上回る場合に、

「旧制度により算定」した額を保障す

る。

イ 見直しにより「増額」となる職員に

対する措置

アの措置により、退職手当の支給総

額が増えるため、増額となる職員から

一定額（上限10万円）を控除し支給水

準を維持する。

ウ 経過措置期間は３年間（平成27～29

年度）とする。
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

３ 実施時期

平成27年４月１日


